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新(R8.10.1 適用版) 現 行 

※変更箇所のみ抜粋 

 

建築関係設計業務等委託料算定要領 

 

２．４ 諸経費率 

諸経費率は、１．１を標準とする。 

 

２．５ 技術料等経費率 

技術料等経費率は、０．１５を標準とする。 

 

２．６ 特別経費 

特別経費には、交通費（出張旅費）（当該業務の実施に当たり、発注者が特に必要と認

める出張に要する旅費。ただし、通常の業務遂行に伴う交通費は除く。）、行政手数料、

公共建築設計者情報システム(ＰＵＢＤＩＳ)への業務カルテ登録料、ＲＩＢＣ利用料金

等が含まれる。 

 

３．契約変更の扱い 

（１）発注者の責めに帰すべき事由により、委託業務の条件若しくは内容に追加又は変更

が生じた場合は、所要の業務人・時間数を算定する。 

（２）計画上の床面積の合計その他の条件が変更された場合を除き、設計業務の成果図書

に基づく床面積の合計又は成果図書の図面枚数と、当初の設計業務等委託料の積算に

用いた床面積の合計又は図面枚数との差による業務人・時間数の変更は行わないこと

ができるものとする。 

（３）契約変更における設計業務等委託料は、変更対象の業務価格に、原則として当初の

契約金額から消費税等相当額を減じた額を当初予定価格のもととなる業務内訳書記載

の業務価格で除した比率を乗じ、さらに消費税等相当額を加えて得た額とする。ただ

し、計画通知手続き等に係る行政手数料、ＰＵＢＤＩＳへの業務カルテ登録料につい

ては、これを乗じないものとする。 

（４）新たに業務を追加する場合の単価は、変更指示時点の単価とする。 

 

 

第２章 業務人・時間数の算定方法 

 

１．共通 

業務人・時間数は、次式により算定する。 

（業務人・時間数）＝（一般業務に係る業務人・時間数） 

＋（追加業務に係る業務人・時間数） 

一般業務に係る業務人・時間数及び追加業務に係る業務人・時間数については、２．か

ら５．に定めるもののうち委託業務の内容等に対応する方法を標準として算定すること

ができる。 
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新(R8.10.1 適用版) 現 行 

 

２．設計業務に関する算定方法１【新築工事】(床面積に基づく算定方法) 

２．１ 適用 

この算定方法は、共通仕様書を適用し、建築物の新築工事の設計業務を委託する場合

に適用する。 

 

２．２ 一般業務に係る業務人・時間数の算定 

（１）一般業務のすべてを委託する場合の一般業務に係る業務人・時間数の算定 

（ア）令和６年国土交通省告示第８号（以下「告示８号」という。）別添二第一号から第十

二号に掲げる建築物の類型に応じて （ａ）又は（ｂ）に掲げる算定式に 

より、別表１－１に掲げる係数を用いて算定する。 

（ａ）第一号から第三号、第四号第１類、第四号第２類（床面積の合計が 20,000 ㎡未満又は

30,000 ㎡を超える場合）、第五号、第六号（床面積の合計が 20,000 ㎡未満又は 30,000 ㎡を

超える場合）又は第七号から第十二号 

Ａ＝ａ×Ｓ＾ｂ 

Ａ：業務人・時間数  

Ｓ：床面積の合計（㎡） 

 （ｂ）第四号第２類（床面積の合計が 20,000 ㎡以上 30,000 ㎡以下の場合）又は第六号（床面

積の合計が 20,000 ㎡以上 30,000 ㎡以下の場合） 

  Ａ＝ａ×Ｓ＋ｂ 

           Ａ：業務人・時間数 

           Ｓ：床面積の合計（㎡） 

（イ）告示８号別添二第十三号から第十五号に掲げる建築物については、建築物の類型に応じて、

別表１－１－１～３に掲げる床面積に応じた業務人・時間数とする。なお、表に示す最小・最

大の床面積の範囲内であって、床面積欄にない床面積の建築物の場合は、当該床面積の直前・

直後の床面積に応じた業務人・時間数を参考に、直線補間により算定する。 

（２）一般業務の一部を委託しない場合の一般業務に係る業務人・時間数の算定 

（ア）次式により算定する。ここで、「対象外業務率」とは、契約図書等の定めにより、一般業務

の業務内容のうち委託業務の範囲外となる業務がある場合に、当該範囲外となる業務が一般業

務をすべて委託する場合の一般業務に係る業務人・時間数に占める割合をいう。 

（一般業務の一部を委託しない場合の一般業務に係る業務人・時間数） 

＝（一般業務をすべて委託する場合の一般業務に係る業務人・時間数） 

×（１－（対象外業務率）） 

（イ）対象外業務率の設定に当たり使用する業務細分率は別表２－２によることができるものと

する。 

（ウ）対象外業務率の考え方は第３章を参照。 

（エ）設計意図伝達業務を独立して委託する場合の業務人・時間数の算定については、４．を参照。 

（３）難易度係数による補正 

建築物が告示８号別添三第３項から第５項の各表の（い）建築物の欄に掲げる建築物のいずれ

かに該当する場合においては、同表（ろ）設計の欄に掲げる係数をそれぞれ、該当する業務分野

の業務人・時間数に乗じることにより補正する。ただし、各表において、（い）建築物の欄に複

数該当する場合は、該当する全ての難易度係数を業務人・時間数に乗じることとする。（運用（参
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（イ）告示８号別添二第十三号から第十五号に掲げる建築物については、建築物の類型に応じて、

別表１－１－１～３に掲げる床面積に応じた業務人・時間数とする。なお、表に示す最小・最

大の床面積の範囲内であって、床面積欄にない床面積の建築物の場合は、当該床面積の直前・

直後の床面積に応じた業務人・時間数を参考に、直線補間により算定する。 

（２）一般業務の一部を委託しない場合の一般業務に係る業務人・時間数の算定 

（ア）次式により算定する。ここで、「対象外業務率」とは、契約図書等の定めにより、一般業務

の業務内容のうち委託業務の範囲外となる業務がある場合に、当該範囲外となる業務が一般業

務をすべて委託する場合の一般業務に係る業務人・時間数に占める割合をいう。 

（一般業務の一部を委託しない場合の一般業務に係る業務人・時間数） 
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（イ）対象外業務率の設定に当たり使用する業務細分率は別表２－２によることができるものと

する。 

（ウ）対象外業務率の考え方は第３章を参照。 

（エ）設計意図伝達業務を独立して委託する場合の業務人・時間数の算定については、４．を参照。 

（３）難易度係数による補正 

建築物が告示８号別添三第３項から第５項の各表の（い）建築物の欄に掲げる建築物のいずれ

かに該当する場合においては、同表（ろ）設計の欄に掲げる係数をそれぞれ、該当する業務分野

の業務人・時間数に乗じることにより補正する。ただし、各表において、（い）建築物の欄に複

数該当する場合は、該当する全ての難易度係数を業務人・時間数に乗じることとする。（運用（参
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新(R8.10.1 適用版) 現 行 

考資料）参照） 

（４）複合建築物の算定方法 

異なる２以上の用途に供する建築物で、告示８号別添二に掲げる建築物の類型のうち複数に該

当する場合においては、各用途の床面積から算定した業務人・時間数を合算し、別表１－２に掲

げる係数（以下、「複合化係数」という。）を乗じることにより算定する。ただし、主たる用途が

明らかである場合は、主たる用途の単一用途とみなして業務人・時間数を算定する。 

 

考資料）参照） 

（４）複合建築物の算定方法 

異なる２以上の用途に供する建築物で、告示８号別添二に掲げる建築物の類型のうち複数に該

当する場合においては、各用途の床面積から算定した業務人・時間数を合算し、別表１－４に掲

げる係数（以下、「複合化係数」という。）を乗じることにより算定する。ただし、主たる用途が

明らかである場合は、主たる用途の単一用途とみなして業務人・時間数を算定する。 
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新(R8.10.1 適用版) 現 行 

（ｂ）第四号第２類（床面積の合計が 20,000 ㎡以上 30,000 ㎡以下の場合）又は第六号（床面

積の合計が 20,000 ㎡以上 30,000 ㎡以下の場合） 

    Ａ＝ａ×Ｓ＋ｂ 

             Ａ：業務人・時間数 

             Ｓ：床面積の合計（㎡） 

また、「対象外業務率」とは、地方自治法に基づく監督業務の一部として発注者が行う業

務を含め、契約図書等の定めにより、一般業務の業務内容のうち委託業務の範囲外となる業

務がある場合に、当該範囲外となる業務が一般業務をすべて委託する場合の一般業務に係る

業務人・時間数に占める割合とする。 

 

告示第８号別添二第十三号から第十五号に掲げる建築物については、建築物の類型に応じ

て、別表１－１－１～３に掲げる床面積に応じた業務人・時間数とする。なお、表に示す最

小・最大の床面積の範囲内であって、床面積欄にない床面積の建築物の場合は、当該床面積

の直前・直後の床面積に応じた業務人・時間数を参考に、直線補間により算定する。 

（イ）対象外業務率の考え方は第３章を参照。 

（２）難易度係数による補正 

建築物が告示第８号別添三第４項及び第５項の各表の（い）建築物の欄に掲げる建築物 の

いずれかに該当する場合においては、同表（は）工事監理等の欄に掲げる係数をそれぞれ、該

当する業務分野の業務人・時間数に乗じることにより補正する。ただし、各表において、（い）

建築物の欄に複数該当する場合は、該当する全ての難易度係数を業務人・時間数に乗じること

とする。 

（３）複合建築物の算定方法 

異なる２以上の用途に供する建築物で、告示第８号別添二に掲げる建築物の類型のうち複数

に該当する場合においては、各用途の床面積から算定した業務人・時間数を合算し、別表１－

２に掲げる複合化係数を乗じることにより算定する。ただし、主たる用途が明らかである場合

は、主たる用途の単一用途とみなして業務人・時間数を算定する。 

 

５．３ 改修工事の工事監理業務の一般業務に係る業務人・時間数の算定 

一般業務に係る業務人・時間数は、契約図書等に定められた業務内容に基づき、工期、改修工事

の内容（工事種目、工種数等）、規模（対象面積・階数等）、施工条件（入居者の有無、作業時間の

制約等）等の条件を勘案して算定する。 

 

５．４ 追加業務に係る業務人・時間数の算定 

業務内容の実情に応じて算定する。 

なお、新築工事の工事監理業務において、完成図の確認を追加業務とする場合は、次式によりこ

れに係る業務人・時間数を算定することができるものとする。 

（業務人・時間数）＝（工事監理業務に係る業務人・時間数）×０．０２ 

ここで、工事監理業務に係る業務人・時間数は、一般業務に係る業務人・時間数とし、５．２

（２）に定める難易度係数による補正は行わないものとする。 

 

（ｂ）第四号第２類（床面積の合計が 20,000 ㎡以上 30,000 ㎡以下の場合）又は第六号（床面積

の合計が 20,000 ㎡以上 30,000 ㎡以下の場合） 

    Ａ＝ａ×Ｓ＋ｂ 

             Ａ：業務人・時間数 

             Ｓ：床面積の合計（㎡） 

また、「対象外業務率」とは、地方自治法に基づく監督業務の一部として発注者が行う業務

を含め、契約図書等の定めにより、一般業務の業務内容のうち委託業務の範囲外となる業務

がある場合に、当該範囲外となる業務が一般業務をすべて委託する場合の一般業務に係る業

務人・時間数に占める割合とする。 

 

告示第８号別添二第十三号から第十五号に掲げる建築物については、建築物の類型に応じ

て、別表１－１－１～３に掲げる床面積に応じた業務人・時間数とする。なお、表に示す最

小・最大の床面積の範囲内であって、床面積欄にない床面積の建築物の場合は、当該床面積

の直前・直後の床面積に応じた業務人・時間数を参考に、直線補間により算定する。 

（イ）対象外業務率の考え方は第３章を参照。 

（２）難易度係数による補正 

建築物が告示第８号別添三第４項及び第５項の各表の（い）建築物の欄に掲げる建築物 のい

ずれかに該当する場合においては、同表（は）工事監理等の欄に掲げる係数をそれぞれ、該当す

る業務分野の業務人・時間数に乗じることにより補正する。ただし、各表において、（い）建築

物の欄に複数該当する場合は、該当する全ての難易度係数を業務人・時間数に乗じることとす

る。 

（３）複合建築物の算定方法 

異なる２以上の用途に供する建築物で、告示第８号別添二に掲げる建築物の類型のうち複数

に該当する場合においては、各用途の床面積から算定した業務人・時間数を合算し、別表１－

４に掲げる複合化係数を乗じることにより算定する。ただし、主たる用途が明らかである場合

は、主たる用途の単一用途とみなして業務人・時間数を算定する。 

 

５．３ 改修工事の工事監理業務の一般業務に係る業務人・時間数の算定 

一般業務に係る業務人・時間数は、契約図書等に定められた業務内容に基づき、工期、改修工事

の内容（工事種目、工種数等）、規模（対象面積・階数等）、施工条件（入居者の有無、作業時間の

制約等）等の条件を勘案して算定する。 

 

５．４ 追加業務に係る業務人・時間数の算定 

業務内容の実情に応じて算定する。 

なお、新築工事の工事監理業務において、完成図の確認を追加業務とする場合は、次式によりこ

れに係る業務人・時間数を算定することができるものとする。 

（業務人・時間数）＝（工事監理業務に係る業務人・時間数）×０．０２ 

ここで、工事監理業務に係る業務人・時間数は、一般業務に係る業務人・時間数とし、５．２

（２）に定める難易度係数による補正は行わないものとする。 

 

 


